令和５年度 事業報告書
 社会福祉法人若草会
令和５年５月８日にコロナ感染症が第５類に分類され、人々の移動も活発化しコロナ禍前の生活に戻ってきた。職員には集合研修も積極的に参加させ、また入居者や園児に対しては外出行事も徐々に取り入れるようにした。
物価高騰や人材不足による人件費の上昇に対して、社会福祉事業は公定価格であるため価格転嫁ができない。そのため全国的にも社会福祉法人の経営状況は悪くなっている。令和５年度の数値はまだ発表されていないが、令和４年度を令和３年度と比較した場合、赤字法人の割合が40.1%から51.3%に増えており、また特養の収支差率が1.3%から0.46%に減少している。令和５年度はさらに悪化していると思われる。
令和５年４月に事業開始した就労継続支援事業所においては、利用者の確保が容易ではなく当初の想定より大幅に赤字となった。農業を中心に就労の場を確保したが、農業だけでは年間通しての作業もなくまだ天候の影響も受けるので屋内でできる作業を随時取り入れて対応を図った。
府内保育園は定員を１００名から９０名に変更したことで園児一人当たりの単価が増え、経営状態が改善された。また府内保育園では建物の老朽化により不具合が生じていたので一部改修工事を行った。

職員研修においては、各種の全国大会・九州大会及び大分県内の各研修に参加させ研鑚に努めた。他施設の取り組みを知る機会になり情報交換を行うことでサービス向上につなげることができた。
職員の確保について、保育園・こども園においては新卒者の採用ができたものの人数的にはギリギリの状態が続いた。介護施設は新卒者の採用ができず、中途採用やミャンマーからの技能実習生を入れることで対応した。こられの人材不足解消の一つとして、各事業所において補助金等を活用しDXを進め対応を図った。
法人内の事業所については、前述の就労継続支援事業所とともに相談支援事業所が悪く、当初の想定より利用者数が伸びなかった。しかしながらこれらの事業については改善を行い、また今後社会ニーズがあり力を入れていかないといけない事業所でもある。
介護保険施設、高齢者施設、障害者施設において、年度当初の事業活動資金収支差額の見込みは約7,100万円であったが、実績としては約4,100万円となり3,000万円の減益となった。これは全体的に利用者数が当初の見込みほど確保できなかったことが原因である。
保育園・こども園の年度当初の事業活動資金収支差額の見込みは約8,000万円であったが、実績としては約1億1,000万円となり3,000万円の増益となった。これは委託料の単価が上がったことが要因である。介護関係でマイナスになった分を保育園・こども園で相殺した形になった。
法人全体としては、年度当初の当期資金収支差額の見込みが約3,800万円であったのが、決算としてマイナス1,200万円となった。これは年度当初に予定していなかった機器の故障等による更新やDX推進のための設備導入によるものである。令和４年度と比較してサービス活動収支差率は4.65%から4.63%、人件費率は68.7%から69.0%となり若干悪化した。
